JR初年度決算の分析-金融的･会計的術策の一典型として- by 山口,孝 & Takashi,Yamaguchi
1　　　　JR初年度決算の分析
　一金融的・会計的術策の一典型として一
　AH　analysis　of　the　accounts　of　the　JR　group
　　　　　for　it，　s　first　financial　year
－Astudy　in　financial　and　accounting　jugglery一
山　　口　　　　　孝
　Takashi　Yumaguchi
は　じ　め　に
　JR旅客6社と貨物会社の1987年度決算（昭和62年4月1日より昭和63年3月31日まで）が5月30日
に発表された。それは分割・民営化後の最初の決算であっただけに注目に値いするものであった。
　国民全体にとって「国鉄改革」は，中曾根・土光（自民党・財界）によって行なわれた今回の行
革の最大の目玉商品であった。さらにこの「国鉄改革」は，国鉄および国鉄関連労働者に対し，
多数の減員をともなうものであった。こうした減員政策の犠牲者である旧国鉄および旧国鉄関連
労働者および，すでにこれらの企業を退職した人々にとっては，彼等の犠牲の結果を示すものと
して注目に値いするものがあると思われる。
　筆者にとって，加えて注目に値いするのは，この決算が，政府，国鉄監理委員会によって策定・
実施された，金融的・会計的術策の一典型ともみられる点にある。金融的術策とは企業が企業間
信用，社債発行，増・減資，投・融資，合併・合同，分離などの財務活動を利用して行なう利潤
獲得のための経営政策を意味し，会計的術策とは，企業の政策のいっかんとして，損益，財政状
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①態を事実から遊離して操作，隠蔽する会計処理や手続および表示の方法である。
　周知のように，わが国企業会計原則は，「会計方針とは，企業が損益計算書及び貸借対照表の作
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　ロ　　　　　　　　成に当たって，その財政状態及び経営成績を正しく示すために採用した会計処理の原則及び手続
　　　　　　　　　　②並びに表示の方法をいう」としている。この会計方針が正当に実施されるものか否かについては
問われるべき多くのものをもっているが，会計的術策とは事実を政策のために歪曲して策定，実
施される会計方針である。
　JR決算はこの術策の一典型であり，本稿では，　JR初年度決算について，これらの術策がいか
に実施されているか，を明らかにする。
　なお，JR初年度決算の分析は筆者によって，すでに次のように発表されている。
　（1）金融的，会計的術策とは何かについては次の拙稿を参照されたい。「独占資本の金融的，会計的術策」
　　『経済』（新日本出版社）1973年7月号。
　②　「企業会計原則」注解1の2，傍点筆老。
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①rJR　62年度決算の隔着」「国労文化」，1988年6月号
②「やさしいJR決算分析」（1）～（5）「国鉄新聞」（国鉄労働組合中央本部発行）1988年7月29日，
　8月5日，8月19目，8月26日，9月2日号
本稿は上記の文を発展させるかたちで執筆されている。
1．　JR決算を黒字にする金融的術策
　予定以上の利益
　∫R6社（北海道，東日本，東海，西日本，四国，九州の各旅客会社以下本文中では「」で表示）に日
本貨物鉄道株式会社（以下本文中では「貨物」とする）を含めた87年度の経常利益1，558億円は分割，
民営化前に運輸省，国鉄により試算された経営見通し（以下単に「見通し」という）の4．61倍，事
業計画で見込んだ額の4．15倍となった。多くの報道機関はこれを予想以上の利益額である，と報
じた。
　　　　　　　　　この予想以上といわれる利益額は，基本的には，あらかじめ措定された経営戦略にもとつく金
融，財政措置と会計的わく組みを通じて，生み出されるはずの予定利益にもとついており，この
の　　　　
予定利益を上回ったにすぎない。
　今回の決算を分析する揚合，この予定利益を生み出すためのしくみとそれを上回った利益分と
を，明確に区別しなければ，この決算のもつ恐ろしく意図的な，すなわち術策を理解することは
できない。
　予定利益創出のための措置
　第1に考えておかなけれぽならないのは，政府，監理委員会にとって，分割各社の決算はどう
しても黒字にする必要があった，ということである。もし赤字になれぽ，国鉄を分割・民営化し
た意味はほとんど無くなるばかりでなく，政府，経営陣はその政治責任や経営責任を問われ，分
割・民営化の一層の推進も批判にさらされることになる。したがって新会社の業績は当初からす
べて黒字になるようにしくまれていた。それは（1）実質的には赤字となる「北海道」，「四国」，「九
州」に対しては，借金をゼロにして出発させる，②そのうえ，経営安定基金資産という持参金を
1兆2，781億円も与え，これからの利子を営業外取益としてくり込ませる，（3）国鉄時代の借金37．
3兆円については，清算事業団がそのほとんど，つまり25．9兆円を請負い，「東日本」，「東海」，
「酬本」および「貨物」の各社は，齢・5．7兆円億円しか負担しないで醗させ£｝，（4）貨物会社
の路線使用料を貨物会社が負担すべき経費は，貨物会社がなけれぽその発生が回避されると認め
られる経費（可避可能費）に1％くらいの利益を加えたものとして計算される。このことにより，
貨物会社の路線使用料は不当に低められ，路線にかかわる共通費の多くが旅客会社の負担となる
　　　　　　　　（4）原価計算方式をとる，などがこれである。これらは政府と国鉄監理委員会の合議の下で行なわれ
（3）これ以外に，新幹線保有機構によって負担されるものが再調達価額と簿価との差額2．8億円を含めて約
　8。5兆円ある。（国鉄監理委員会監修『国鉄改革』101頁参照）。
（4）これについては，山口孝「新らしい貨物会社は何をめざすか一運輸省「新らしい貨物鉄道会社のあ
　　り方」について批判一」（『明大商学論叢』第68巻第8号，1986年3月）に詳述している。
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た国家独占資本主義の下での金融，財政措置である。
　とくに，こうした黒字構造づくりの「打出の小槌」となったのは，経営安定基金である。この
基金は60年7月の監理委員会答申によれば「三島会社基金」として1兆200億円を割り当てるこ
とになっていた。それが第1衷で明らかとなるように途中で，1兆1，800億円に修正され，最終
的には1兆2，781億円にまで増額されている。いうまでもなく，これから得られる運用収益を増
やすためであった。結果として，三島のJRの運用益は「答申」における750億円から933億円へ
183億円増額されている。とりわけ赤字が当初予想以上に大きく見積られた「北海道」に対して
「答申」は当時の4，900億円から，6，822億円（39．22％）増に増額されているが，この増加率は「四
国」の22．47％，「九州」の7．69％にくらべて意図的に大きくせられていることは明瞭であり，こ
の結果，「北海道」の運用益は「答申」の360億円から498億円と138億円増加している。この増加
率は38．33％で，「四国」の26．6％，「九州」の4．81％よりはるかに高率となっているのである。
　このことに加えて黒字構造は，61年9月における平均4．8％のかけ込み運賃値上げ，赤字ロー
カル線の切り捨て，および新会社発足までになされた徹底した国鉄職員の削減によって準備され
たこともあげておかなけれぽならない。
　東大教授で，著名な交通論学者岡野行秀氏はrJR　2年目に寄せて」というエッセイーそれ
は論文という程のものではないであろう一をrJRガゼット』（63年5月号）に掲載されているが，
「成功だった分割・民営化」という小見出の箇所で「昨年4月から今年1月までのJR各社の取
入は極めて好調で，62年度は当初の計画をかなり超える利益を計上できる見込みである。誠に，
喜ばしい限りである」と述べ，「旅客会社合計で，取扱取入が前年比6％も増加したことを高く評価
すぺきである」とし，それは「分割・民営化を実施したからこそ成果を上げることができたので
ある」と述べられている。しかし，実際には円高下に進行した内需拡大による交通需要の増加が
大きな力となったものであり，さらに運賃値上げの影響もある。岡野氏が運輸省すら認めている
61年度9月の運賃値上げという増収原因を全く無視されているのはいささか，「ひいきのひき倒
し」である。さらにこうした増収，増益が，分割・民営化の成果であったとすれば，「西日本」の
事業計画と比較しての減収，減益（営業段階で）は，分割・民営化と関連してどのように解釈され
るのか明らかではないのである。
　　　　　　　　　　　第1表　経営安定基金と運用益の「見通し」と実際
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）
???????
経営安定基金
北海剥四劇九州i合計
4，900
6，200
6，822
1，700
1，900
2，082
3，600
3，700
3，877
10，200
11，800
12，781
運用益収入
北劇四劇九州1合計
360
466
498
120
144
152
???? ? 750
891
933
　国鉄職員の削減は，すでに10年も前から始まっている。60年度の国鉄監査報告書によれぽ（な
ぜか61年度の監査報告書は公表されていない），国鉄の職員数は，昭和50年度には43万51人であった
のに対し10年後の60年度に27万6，774人と，15万3，277名も減員させられている。とくに分割・民
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営化が実施されようとしている60年度においては，1年間に4万9，351名もの職員がその職場か
ら去っているのを注目しなけれぽならないのである。
　予定利益表示の会計的枠ぐみ
　金融・財政措置を通じて利益「創出」を行うしくみを作った上で，この利益は会計構造という
枠ぐみにはめ込まなけれぽならない。
　三島の旅客会社の債務の全額，本州三会社の大部分の債務の清算事業団への移譲は，JR会計
からの「枠ぐみはずし」を意味し，債務額は清算事業団と連結しなけれぽ三島の会社では科目と
しても，金額としても表われず，本州三会社では減額して示されている。
　経営安定基金は貸借対照表上の資産としては，流動資産，固定資産の次に特に経営安定基金資
産という大分類を設け，その下に清算事業団債権として表示している。このことは，経営安定基
金というきわめて特殊な基金一それは資産としては債権として示される一が，通常の資産の
枠ぐみにはまりえない，異常，例外的な資産であることを示すものである。この資産は対照勘定
として貸借対照表資本の部に経営安定基金として示される。したがって，三島の旅客会社の資本
の部は商法の規定による資本金，法定準備金，剰余金という分類に加えて経営安定基金という別
科目を追加せざるを得なかったのである。会計の範疇から分類すれぽ，それは贈与剰余金にあた
る。これを別個に分類表示する方法をとったのである。
　損益計算書においては，経営安定基金からの収入をどこに帰属させ表示するか，が問題となる。
運輸省，JR当局はこれを営業外損益の部に帰属・表示させた。ただし，通常の営業外損益とは別
個のものとして分離して計上させる方法をとった。したがって，営業外損益の部は，「一般営業
外取益」，「一般営業外費用」に「経営安定基金運用取益」の見出しを設定せざるを得なかった。
　三島の旅客会社に巨額の資本準備金を設定した点にも会計的術策が示されている。各社の資本
総額を資本金と資本準備金に分類する基準は第2表でも明らかなように，1株当り利益や資本金
利益率を基準としているとみられる。「北海道」では資本金100億円に対し，2，200億円という巨額
の資本準備金を分離・設定しているのは，1株当り利益や資本金利益率を高めるためであり，「四
国」，「九州」に対してもそれぞれ，800億円，2，900億円という巨額の資本準備金が設定されてい
るのである。したがって逆に収益力が高く，1株当り利益と資本金利益率をこのような「操作」
によらなくとも確保できると思われていた「東日本」，「東海」，「西日本」および「貨物」諸社は
資本準備金ゼロで発足させようとした。結果的にはこれら三島の旅客会社以外にも若干の資本準
備金が「付けられ」ているが，基本的な設定目的は貫かれている（各社の貸借対照表および損益
計算書参照）。
　こうして設定された資本準備金は，商法に規定される，払込剰余金とは規則上全く異るもので
ある。
　周知のように商法で規定する払込剰余金とは「株式ノ発行価額中資本二組入レザル額」（商288
条ノ2／1）である。形式的に見れぽJR各社の資本準備金もこれに相当するが，商法284条ノ2は
「株式ノ発行価額ノ2分ノ1ヲ超エザル額ハ資本二組入レザルコトヲ得…」とし，発行価額総額の
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2分の1又はそれ以下しか，資本準備金は設定できない。そこで政府は日本国有鉄道改革法案第
4条2項において，「会社の設立に際して発行する株式については，商法第284条ノ2第2項本文
の規定にかかわらず，その発行価額の2分の1を超える額を資本に組み入れないことができる」
という条文を設けてまでもこれを実施したのである。意図的，政策的な会計処理がここに行なわ
れているのである。
　このようにして，分割・民営化後のJR各社の1株当り利益を含む黒字構造は完全に用意され
ていた。
　第2表をみれぽ明らかなように，「見通し」の税引前利益は，「北海道」の営業取益が831億円
に対し税引前当期利益が8億円，「東日本」は営業取益1兆4，383億円に対しそれは144億円，「東
海」が8，039億円に対し81億円というように，1％の利益がでるようにしくまれていた点も指摘し
ておかなけれぽならない。このことを「国鉄新聞」は「初めに1％の利益ありき」と皮肉ったのも
　　　　（5）無理はない。まるで手品のように1％の利益計画がつくられているのである。こうした財政と会計
北海道旅客鉄道株式会社
　　　　　（単位：百万円）
貸借対照表
昭和63年3月31日現在
科目　｝ 金　　額 ［1　科目 1金額
（資産の部） （負債の部）
流動資産 50，054 流動　負債 40，339現　金　・　預　金 3，297 未　　　払　　　金 18，667
未　収　運　賃 910 未払法人税等 1，878未　　　収　　　金 1，769 未払事業税等 475未　収　収　益 205 未　払　費　用 225短期　貸　付　金 40，112 預り連絡運賃 83貯　　　蔵　　　品前　払　費　用 2，703@51 預　　　り　　　金O　受　運　賃
1，218
U36
その他の流動資産 1，256 前　　　受　　　金 12，812
貸倒　引　当　金 △253 賞与　引　当　金 4，234
その他の流動負債 104
固　定資産 284，915固　定　負債 34，190鉄道事業固定資産 204，281 退職給与引当金 34，188その他事業固定資産 15，113 その他の固定負債 1
各事業関連固定資産 21，600
その他の固定資産 76 負債の部合計 74，529建設仮勘定 38，991投　　　資　　　等 4，851 （資本の部）
子　会社株式 1，307投資有価証券 3，301 資　　　本　　　金 9，000長期前払費用 173その他の投資等 69 法定準　備金 250，227資本　準　備金 250，227
経営安定基金資産 682，200経営安定基金 682，200清算事業団債権 682，200
剰　　　余　　　金 1，213
当期未処分利益 1，213（うち当期利益） （1，213）
資本の部合計 942，640
資産　合計 iL・1ろ169ll負債・資本合計 lL・1乳169
（注）L金額は百万円未満を切り捨てにより表示しております。
　　2・有形固定資産の減価償却累計額　　131，522百万円
（5）国鉄労働組合本部「国鉄新聞」号外1988年7月
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の枠ぐみを作った上で，財界人と，「改革」推進派の国鉄・運輸官僚とその出身者が経営陣に収ま
り，黒字を分割・民営化の成果のひとつとして自讃しているが，それはいわば当り前の話しであ
る。むしろいまのところ清算事業団を含めた旧国鉄全本の債務や赤字は，決して減少していない
し，政府・自民党が考える債務や赤字の解消方法は，新たな国民負担を強いるものとなっている。
　　　　　　　　　　　損益計算書　　　　　　　　　　　昭和62年4月1日から　　　　　　　北海道旅客鉄道株式会社
　　　　　　　　　　　昭和63年3月31日まで　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
科　　目 金 額
経常損益　の　部
（営業損益の部）
鉄　　　道　　　事　　　業
営　　業　　収　　益 72，620
営　　　業　　　費 126，195 53，574
営　　業　　損　　失
そ　　の　　他　　事　　業
営　　業　　収　　益 19，353
営　　　業　　　費　　・ 19，598
営　　業　　損　　失 246
全事業営業損失 53，820
（営業外損益の部）
一般営業外収益
受取利息・受取配当金 1，468
そ　の　他　の　収益 480 1，949
一般営業外費用
支　　払　　利　　息 1
その他の費用 150 152
経営安定基金運用収益
経営安定基金運用収入 49，800 49，800
経　　　常　　　損　　　失 2，223
特　　別　　損　益　の　部
特　　　別　　　利　　　益 11，188
特　　　別　　　損　　　失 5，685
税　引　前　当　期　利　益 3，279
法　　　人　　　税　　　等 2，066
当　　　期　　　利　　　益 1，213
当　期　未　処　分　利　益 1，213
（注）金額は百万円未満を切り捨てにより表示しております。
（231） JR初年度決算の分析
貸借対照表
昭和63年3月31日現在
　　　　　7
東日本旅客鉄道株式会社
　　（単位：百万円）
科　　目 1金額 li　科目　　1金　　額
（資産の部） （負債の部）
流動資産 255，672流動　負　債 695，886
現　　金　・　預　　金 127，548 1年以内償還社債 289，075
未　　収　　運　　賃 29，027 1年以内返済長期借入金 48，893
未　　　収　　　金 11，382 未　　　　払　　　　金 136，695
未　　収　　収　　益 154 未　払法　人　税　等 42，253
短　期　貸　付　金 59，969 未払事業税等 11，079
貯　　　　蔵　　　　品 26，211 未　　払　　費　　用 19，050
前　　払　　費　　用 348 預　り　連　絡　運　賃 11，121
その他の流動資産 1，538 預　　　　り　　　金 2，897
貸　倒　引　当　金 △509 前　　受　　運　　賃 68，263
前　　　　受　　　　金 35，614
賞　与　引　当　金 28，137
その他の流動負債 2，805
固　定資産 3，662，013固　定　負債 2，897，744
鉄道事業固定資産 2，663，016 社　　　　　　　　債 2，328，483
その他事業固定資産 285，146 長　期　借　入　金 364，097
各事業関連固定資産 475，460 退職給与引当金 202，287
その他の固定資産 2，684 その他の固定負債 2，876
建　設　仮　勘　定 153，591
投　　　資　　　等 82，114 負　債　の　部　計 3，593，631
子　会　社　株式 52，306
投資有価証券 23，199 （資本　の　部）
長期前払費用 5，763
その他の投資等 845 資　　　本　　　金 200，000
法定準　備金 96，600
資　本　準　備金 96，600
剰　　余　　金 27，455
当期未処分利益 27，455
（うち当期利益） （27，455）
資　本　の　部　計 324，055
資　　産　　合　　計 1乳・・偽686ll鰭贋本合計 1　3・・乳686
（注）L記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示しております。
　2．有形固定資産の減価償却累計額　　1，994，615百万円
8 r明大商学論叢』第71巻第3・4号（1989年3月）
　　　　損益計算書
　　　昭和62年4月1日から
　　　昭和63年3月31日まで
（232）
東日本旅客鉄道株式会社
　　　（単位：百万円）
科　　目 ［　　　　金 額
経常損益　の　部
（営業損益の部）
鉄　　　道　　　事　　　業
営　　業　　収　　益 1，535，146
営　　　業　　　費 1，246，984
営　　業　　利　　益 288，162
そ　　の　　他　　事　　業
営　　業　　収　　益 30，566
営　　　業　　　費 22，278
営　　業　　利　　益 8，287
全　事　業　営　業　利　益 296，449
（営業外損益の部）
営　　業　　外　　収　　益
受取利息・受取配当金 13，872
そ　の　他　の　収　益 3，983 17，855
営　　業　　外　　費　　用
支払利息・社債利息 223，225
そ　の　他　の　費　用 14，427 237，652
経　　　常　　　利　　　益 76，652
特　別　損　益　の　部
特　　別　　利　　益 11，245
特　　別　　損　　失 15，743
税　引　前　当　期　利　益 72，155
法　　　人　　　税　　　等 44，700
当　　　期　　　利　　　益 27，455
当　期　未　処　分　利　益 27，455
（注）記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示しております。
（233） JR初年度決算の分析
貸借対照表
昭和63年3月31日
9
東海旅客鉄道株式会社
　　（単位：百万円）
科目　　1 金　　額 ll　科目　　1金　　額
（資産　の部） （負債　の　部）
流　　動　　資　　産 181，219流　動　負　債 180，391
現　　金　・　預　　金 36，695 1年以内償還社債 29，253
未　　収　　運　　賃 2，138 1年以内に返済するｷ　期　借　入　金 4，726
未　　　収　　　金 2，484 未　　　払　　　金 59，665
未　　収　　収　　益 157 未払法　人　税　等 42，267
短　期　貸　付　金 133，338 未払事業税等 11，250
有　　価　　証　　券 152 未　　払　　費　　用 9，994
貯　　　蔵　　　品 6，763 預　り　連絡運　賃 6，687
前　　払　　費　　用 213 預　　　　り　　　金 1，263
その他の流動資産 125 前　　受　　運　　賃 7，277
貸　倒　引　当　金 △850 その他の流動負債 8，004
固　　定　　資　　産 522，562固　　定　　負　　債 341，309
鉄道事業固定資産 366，841 社　　　　　　　　債 232，521
自動車運送事業固定資産 3，022 長　期　借　入　金 47，176
関連事業固定資産 53，110 退職給与引当金 61，232
各事業関連固定資産 54，056 その他の固定負債 379
その他の固定資産 444
建　設　仮　勘　定 29，566 負　　債　　合　　計 521，700
投　　　資　　　等 15，521 （資本　の　部）
子　会社　株式 7，265 資　　　本　　　金 112，000
投資有価証券 6，814 法　定　準　備　金 53，600
長　期　貸　付　金 45 資本　準　備金 53，500
長期前払費用 975 剰　　　余　　　金 16，581
その他の投資等 422 当期未処分利益 16，581
（うち当期利益） （16，581）
資　　本　　合　　計 182，081
資　産　合　計｛ 703，782ll顛及び資本合計 1　・・3782
（注）　1・記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　2．有形固定資産の減価償却累計額　　405，538百万円
10 『明大商学論叢』第71巻第3・4号（1989年3月）
　　　　　　損益計算書
昭和62年4月1日から　昭和63年3月31日まで
　　　　　　（234）
東海旅客鉄道株式会社
　　　（単位：百万円）
科目　　　1 金 額
経常損益の部
（営業損益の部）
鉄　　道　　事　　業
営　　業　　収　　益 868，336
営　　　業　　　費 797，256
鉄道事業営業利益 71，079
自動車運送事業
営　　業　　収　　益 4，152
営　　　業　　　費 5，108
自動車運送事業営業損失 956
関　　連　　事　　業
営　　業　　収　　益 2，182
営　　　業　　　費 747
関連事業営業利益 1，434
全事業営業利益 71，557
（営業外損益の部）
営　業　外　収　益 i
受取利息及び受取配当金 11，439 L
そ　の　他　の　収　益 999 12，439
営　業　外　費　用
支　　払　　利　　息 2，346
社　　債　　利　　息 19，599 1
そ　の　他　の　費　用 1，278 23，224
経　　常　　利　　益 60，772
特別損益の部
特　　別　　利　　益
工事負担金等受入額 11，100
補　　　　助　　　　金 27 11，128
1
特　　別　　損　　失 ｝
工事負担金等受入圧縮損 11，089 11，089 r
1
税引前当期利益 60，810
法　人税等 44，229
当　期　利　益 16，581 1
当期未処分利益 165811
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
〈235）
別表1
JR初年度決算の分析
貸借対照表
11
西日本旅客鉄道株式会社
科　　目
［　当　期　末63．3．31現在ll　　科目 　当　期　末P　63．3．31現在
（資産の部） 百万円 （負債の部） 百万円
流　動　資産 191，946流　動　負債 306，230
現　　金　・　預　　金 134，893 1年以内に返済する長期借入金 15，054
未　　収　　運　　賃 22，255 1　年以内償還社債 90，284
未　　　収　　　金 3，151 未　　　　払　　　　金 84，891
未　　収　　収　　益 663 未　払　法　人　税　等 6，095
短　期　貸　付　金 2，488 未　払　事　業　税　等 1，720
貯　　　　蔵　　　品 13，309 未　　　払　　　費　　　用 11，189
前　　払　　費　　用 268 預　　り　連　絡　運　賃 32，334
? その他の流動資産 14，975 預　　　　　り　　　　金 2，524
貸　倒　引　当　金 △58 前　　　受　　　運　　　賃 17，524
1
前　　　　受　　　　金 20，577
固　定資産 1，248，302 前　　　受　　　収　　　益 203
」 鉄道事業固定資産 992，334 賞　　与　　引　　当　　金 16，800
船舶事業固定資産 313 そ　の他の流動負債 7，030
1 自動車事業固定資産 6，740
関連事業固定資産 56，773固定負債 977，001
1 各事業関連固定資産 98，207 社　　　　　　　　　　債 733，462
その他の固定資産 1，145 長　　期　　借　　入　　金 116，702
建　設　仮　勘　定 57，891 退　職　給　与　引　当　金 126，836
投　　　　資　　　　等 34，896
子　会　社　株　式 19，952 負　　債　　計 1，283，231
投資　有価証券 12，425
長　期　前払費用 1，903 （資本　の　部）
その他の投資等 614
資　　　本　　　金 100，000
法定　準　備金 55，000
資　　本　　準　　備　　金 55，000
剰　　　余　　　金 2，017
当　期　未　処　分　利　益 2，017
（うち当期利益） （2，017）
資　　本　　計 157，017
資　　産　　合　　計 1風2481負債贋本合計 1，440，248
（注）　1・有形固定資産の減価償却累計額　　885，192百万円
　Z保　 証　 債　 務9，297，549百万円（自社承継額784，868百万円を除く。）
r明大商学論叢』第71巻第3・4号（1989年3月）　　　　　　　　　（236）
　　　　　　損　益　計算　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　西日本旅客鉄道株式会社別表2
当期科目
　　　　　百万円
747，029
676，889
70．139
???
11，259
14，031
2，772
4，438
1，074
3，363
763，186
692，337
70，848
　　8，921
71，　708
　　8，062
　　8，330
　　7，522
　　　　807
　　7，155
　　7，108
　　　　47
　　9，237
　　7，220
　　2，017
2，017
?????
????
????
????
???????
???
??
? ? ???????????????????
縮
? ?????????? ? ???? ???? ? ??? ???
???
??
事
? ㌔ ??
12
（237） JR初年度決算の分析
貸借対照表
（昭和63年3月31日現在）
13
四国旅客鉄道株式会社
　　（単位：百万円）
科　目 降副 科　目 降額
　　（資産の部）
流　動　資　産
（経営安定基金に属する資産を除く。）
?????金　 ・　預
収　　運
???
?????
固　定　資　産
（経営安定基金に属する資産を除く。）
　鉄道事業固定資産
　その他事業固定資産
　各事業関連固定資産
　建　設　仮　勘　定
　投　　　資　　　等
　　子　会　社　株　式
　　投資有価証券
　　そ　　　の　　　他
経営安定基金資産
　清算事業団債権
資　産　合　計
22，469
18，775
　327
　195
1，037
2，133
108，309
97，206
1，498
4，544
4，114
　945
　484
　213
　248
208，200
208，200
338，979
???の??債??（??
????払
り　連　絡運??
固　定　負　債
????
退職給与引当金
負　債　合　計
（資本の部）
????????????
?????
?????
??
??
??? ???
??
計
?
本資
15，879
9，041
1，380
2，275
3，182
10，233
10，233
26，112
3，500
100，901
100，901
208，200
264
264
（264）
312，866
負債・資本合計 338，979
（注）　1・記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示しております。
　2．有形固定資産の減価償却累計額　　60，036百万円
14 『明大商学論叢』第71巻第3・4号（1989年3月）
　　　　　損益計算書
　　　　　昭和62年4月1日から
　　　　　昭和63年3月31日まで
（238）
四国旅客鉄道株式会社
　　　（（単位：百万円）
科　　目 1 金　　額
???
?????
損
?? ?? ????? ??? ????? ?
の
? ? ?経
????
?????
????
?????
????
?㌔?㌔??????????? ???????????????? ??? ? ?? ? ????? ??
???????
???? （? ?
30，　620
44，　659
4，624
5，526
35，244
50，184
564
223
14，038
902
14，940
787
15
15，198
1，030
3，907
3，882
1，054
　790
　264
　264
（注）　記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示しております。
（239） JR初年度決算の分析
貸借対照表
（昭和63年3月31日現在）
　　　　15
九州旅客鉄道株式会社
　　（単位：百万円）
科目　　　1金　　額 ll　　科目　　t金　　額
（資産の　部） （負債の　部）
流　　動　　資　　産 62，568 流　　動　　負　　債 42，860
（経営安定基金に属する資産を除く。）
現　　金　　・　預　　金 52，532 未　　　　払　　　　金 23，246
未　　　収　　　運　　　賃 1，349 未　払　法　人　税　等 2，480
未　　　　収　　　　金 1，419 未　払　事　業　税　等 617
未　　　収　　　収　　　益 236 未　　払　　費　　　用 571
貯　　　　蔵　　　　品 2，697 預　　り　連　絡　運　賃 5，770
そ　の他の流動資産 4，332 預　　　　　り　　　　金 633
前　　　受　　　運　　　賃 1，729
前　　　　受　　　　金 2，571
賞　　与　　引　　当　　金 4，983
そ　の他の流動負債 256
固　　定　　資　　産 329，919固　　定　　負　　債 37，328
（経営安定基金に属する資産を除く。）
鉄　道事業固定資産 292，980 退　職　給　与　引　当　金 37，220
その他事業固定資産 6，731 そ　の他の固定負債 107
各事業関連固定資産 18，895
そ　の他の固定資産 987 負　　債　　の　　部　　計 80，188
建　　設　　仮　　勘　　定 5，030
投　　　　資　　　　等 5，292 （資本　の　部）
子　　会　社　株　式 3，588
投　資　有　価　証　券 1，514 資　　　本　　　金 16，000
長　期　前　払　費　用 160 法　定　準　備　金 295，394
そ　の　他　の投資等 29 資　　本　　準　　備　　金 295，394
経営　安定基金 387，700
経営安定基金資産 387，700剰　　　余　　　金 905
清　算　事業　団　債権 387，700 当　期　未　処　分　利　益 905
（うち当期利益） （905）
資　　本　　の　　部　　計 699，999
資　　　産　　　合　　　計 レ8q18711負　債　・　資　本　合　計 レ8q187
（注）　記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示しております。
16 『明大商学論叢』第71巻第3・4号（1989年3月）
　　　損益計算書
　　　昭和62年4月1目から
　　　（240）
九州旅客鉄道株式会社
昭和63年3月31日まで （単位：百万円）
科　　目 1　　　　金 額
経　常損　益　の　部
（営業損益の部）
鉄　　　道　　　事　　　業
営　　業　　収　　益 126，640 ?
営　　　　業　　　　費 154，716
営　　業　　損　　失 28，075
?
そ　　の　　他　　事　　業
1
営　　業　　収　　益 3，248 1
営　　　　業　　　　費 3，995 1
営　　業　　損　　失 747
全事業営業損失 28，823
（営業外損益の部）
一般営業外収益 1
受取利息・受取配当金 1，887
そ　の　他　の　収　益 283 2，170
一般営業外費　用 1
支払利息・社債利息 83 1
そ　の　他　の　費　用 17 101
経営安定基金運用収益
経営安定基金運用収入 28，302 28，302
経　　　常　　　利　　　益 1，548
特　　別　　損　益　の　部 ?
特　　　別　　　利　　　益 3，968 1
特　　　別　　　損　　　失 1，883 2，084
1
税　引　前　当　期　利　益 3，633
?
法　　　人　　　税　　　等 2，728
当　　　期　　　利　　　益 905 ﹇
当　期　未　処　分　利　益 905
1
（注）記載金額は・百万円未満を切り捨てて表示しております。
17JR初年度決算の分析（241）
日本貨物鉄道株式会社
　　　　（単位：百万円）
貸借対照表（昭和63年3月31日現在）
科目　　1 金　　額 ll　科目　　1金　　額
（資　産　の　部） （負　債　の　部）
流　動資産 40，616 流　動　負　債 33，750現　　金　・　預　　金 21，622 一年以内返済長期借入金 1β94
未　　収　　運　　賃 16，127 一年以内償還社債 12，620
未　　　　収　　　　金 726 未　　　　払　　　　金 8，946
貯　　　　蔵　　　　品 1，753 未　払　法　人　税　等 4，100
その他の流動資産 477 未　払　事　業　税等 917貸　倒　引　当　金 △　　91 未　　払　　費　　用 454預　り　連　絡　運　賃 84
預　　　　り　　　金 496
賞　与　引　当　金 4，200その他の流動負債 535
固　定　資　産 137，890固　定　負債 108，637
鉄道事業固定資産 121，168 社　　　　　　　　債 61，461各事業関連固定資産 8，478 長　期　借　入　金 10，426その他の固定資産 382 退職給与引当金 36，749建　設　仮　勘　定 1，126投　　　資　　　等 6，733 負　　債　　の　部　計 142，388子　会　社　株　式 138
投　資　有価証券 6，314 （資　本　の　部）長　期　前払費用 237 資　　本　　金 19，000その他の投資等 43 法定準備金 15，300繰延　資　産 23 資　本　準　備　金 15，300
社　債　発　行　差　金 23
剰　　余　　金 1，841
当期未処分利益 1，841（うち当期利益） （1，841）
資　　本　の　部　計 36，142
資　　産　　合　　計 1　17銭53・匿本及び鯖合計1 178，530
日本貨物鉄道株式会社
　　　（単位：百万円）
（注）　L記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示しております。
2．有形固定資産の減価償却累計額　　114，626百万円
損　益　計　算　書
昭和62年4月1日から
昭和63年3月31日まで
額金?科
11，160
11，160
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（注）　記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示しております。
（単位：億円）
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西　　日　本
見通し1事業計画決　　算
第2表　JR　87年度損益の「見通し」，事業計画，確定決算
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見通し1事業計画1決　算
東　　日　本
見通し1事業計画1決　　算
北　　海　　道
見通しi事業計画1決算要
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0
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72
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77
0
14，383
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　　　　0
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㈲　　　本
aの　 本準備
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⑲　　業　員
⑳　 本金利益率（％）
? ?
（1）営　　業　　収　　益
②営　　　業　　　費
③営　　業　　損　　益
（4）営業外収益
⑤経営安定基金運用収益
⑥営業外費用
⑦経　　常　　損　　益
（8）特別利益
（9）特　別　損　失
ao）税引前当期利益
ao法　　人　　税　　等
働当　　期　　利　　益
㈹固　　定　　資　　産
aの経営安定基金
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⑯資　　　本　　　金
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1，379
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　0
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　0
　11
　0
　0
　11
3，400
3，700
　0
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2，900
　300
15，000
5．　50
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　0
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　0
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　18
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　12
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見肌隊梱決算
1，614
1，483
131
　0
　0
115
　16
　0
　0
　16
2，200
　0
1，600
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　0
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1，720
1，636
　84
　0
　0
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　19
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　12
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? ?
樋・隊緬i決
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30，826
2，878
　　0
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3，483
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　12
　　0
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65，100
11，800
47，700
6，　723
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4，700
213，　600
　5．03
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　　0
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3，344
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　　0
　　0
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＊　「見通し」は，1986年10月段階の国鉄監理委員会のもの。事業計画と確定決算は各社の決算報告書より。
　資本金利益率は，「見通し」は税引前当期利益，「決算」は税引後当期利益を資本金で除算。
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2．JR各社の増収のなかみ
　増収の3つの原因
　JR各社および貨物会社の営業収益合計（これまで営業取入とよんできたものから助成金収入を除い
たものがほぼこれにあたる）は，3兆6，331億円となり，事業計画比4．3％，前年度比6．5％（推定）
にあたる。この発表に先立って5月16日，運輸省は，JR　7社の取り扱い収入を発表しているが，
これによると旅客6社の取入は3兆1，643億円で前年度比6．1％の増収となっている。
　運輸省はこの増収を（1）景気の回復，（2）サービス改善など各社の営業努力および（3）61年9月の平
均4．8％の運賃値上げなどがこの好結果につながった，と見ており「利用者の鉄道離れにも歯止
めがかかった」と分析している（「日本経済新聞」63年5月17目付）。このうち（1）景気の回復と，（3）
運賃値上げは，分割・民営化による効果とは何のかかわりのないものであり，②「サービス改
善など各社の営業努力」が多少とも分割・民営化にかかわるものといえようが，こうした努力は
旧国鉄時代でも絶え間なく続けられてきたところである。げんに国鉄最後の年度であった昭和61
年度において地方交通線の相次ぐ廃止の中でも旅客収入では対前年度比3％の増収額をあげてい
る（これには61年9月の運賃値上げも役立っている）。このさい清算事業団経理部の細川昇治氏はその
増収原因のひとつとして「従来にも増して増収のための積極的な営業活動の展開」をあげている
のである（r昭和61年度日本国有鉄道の概要』rJRガゼット」87年9月号）。
　これ以外にも旅客各社では関連事業の拡大や，駅ピル・ホテルの賃借料の値上げによる増取も
はかっているが，最大の「東日本」においてもその他事業の営業収益は305億円であり全収益の
1．95％にすぎない。
　各社別営業収益
　「北海道」は，その営業地域の広さにもかかわらず，JR　7社の総営業収益の2．5％しかシェア
を持たない，「四国」についで低い収益シェアの会社である。
　この会社の営業収益は919億円で，「見通し」を10．6％，事業計画を5．5％上回る増収となって
いる。その原因について当局は（1）全社一丸となった営業活動の展開，（2）景気の回復による道外観
光客の入り込み増加，（3）連絡船ブームとこれに続く青函トンネルを中心とする津軽海峡ブーム，
および（4）広告料等の関連事業収入の増加をあげている。
　「東日本」は7社の営業収益合計の43．1％を占める最大の会社である。その営業収益は1兆
5，657億円で「見通し」を8．8％事業計画を6．3％上回る増取であった。
　この理由について決算概要書は（1）全社をあげての活発な営業活動の展開，（2凍京圏における輸
送需要の増加，内需の拡大による国内景気の好転，（3）広告料等の関連事業取入等の増加，をあげ
ている。
　「東海」は，もっとももうけの多い東海道新幹線を占め，運輸収入の80％をここからあげてい
る優良会社である。その営業収益は8，746億円で全体の24．1％を占めている。この取益は「見通
し」を8．8％，事業計画を5．9％上回るものであった。この会社は増取原因として（1）全社が一丸と
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なって，収入の確保をしたこと，および②運輸取入の8割を占める新幹線収入が景気の回復に支
えられ好調に推移したこと，また在来線収入も都市圏における輸送改善の効果が定着しはじめ堅
調であったこと等」によると述べている。
　収益の面で問題となったのは「西日本」である。「西日本」の営業取益は7，632億円で全体の21
％を占める。「見通し」に比べ2．7％の増収となっているが，事業計画比では1．4％の減収となっ
てしまっている。この減取について社長は決算報告のなかで次のように述べている。
　「まず，営業収益についてでありますが，事業計画における予定額7，738億円に対し決算は7，
632億円不足しております。これは事業計画と決算の取入計上方法に相違があることによるもの
であり，決算額を事業計画ベースに置き換えてみますと7，861億円となり対計画101．6％，123億
円の増となるものであります」と。
　分割・民営化後増収が得られたことを強調するために，社長は他の会社ではなされていない旧
国鉄時代の営業収入とも比較を行っている。すなわち「このうち，運輸収入は6，910億円であり，
61年度実績対比で101．4％，97億円の増加となりましたが，計画の6，970億円に魁しては99．1％，
60億円の減となりました」と述べているのである。
　さきにみたように，岡野行秀氏は増取さえも分割・民営化の効果として讃えられているが，「西
日本」が旧国鉄時代並みの運輸収入しかあげられなかったことについて氏はどのように弁明され
るであろうか。岡野式論理をもってすれば，「西日本」に関する限り，分割・民営化は成功しなか
ったと言わざるを得ないからである。
　社長談話では，在来線について「京阪神都市圏における私鉄各社との競合をはじめとする激し
い競争環境のもとで……積極的な増収策を推進した」と述べている。しかし京阪神における私鉄
との競合は何も62年度からはじまったわけでない。民営・分割が増取に結びついた，とする理屈
に大きく矛盾するのが「西日本」の営業収益額である。
　「四国」は7社中もっとも小規模な会社であり，営業収益のシェアも全体の1．0％ときわめて低
い。だが62年度の営業取益352億円は，「見通し」17．3％，事業計画比12．5％と最も高い増取率を
得ている。
　社長談話は「当社はお客様のニーズを的確に把握し，地域に密着した良質なサービスを提供し，
収入の確保を図るとともにコストダウンに努めてまいりました」と総括的に述べ，具体的には
「運賃改定（昭和61年9月実施），さよなら連絡船ブーム，瀬戸大橋博覧会開催などにより取入が比
較的好調であった」と述べている。
　「九州」は1，298億円の営業収益をあげている。これは全取益の3．9％に当たり，「見通し」より
17．0％，事業計画より8．2％の増収となっている。「四国」に次ぐ高い増収率をあげえた理由につ
いて，（1）政府の内需拡大策を背景に国内旅客輸送需要は順調に推移したこと，（2）わが国の鉄道の
将来にわたる健全な発展という国鉄改革の目的を達成するため，各部門において活澄な事業活動
を展開し増収に努めたことを述ぺている。
　最後に貨物会社をみてみよう。この会社の営業取益1，727億円は「見通し」比7．0％，事業計画
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比0．4％の増収率であった。これについて決算報告書は「新体制のもとで，当社といたしまして
は，安全・安定輸送を提供し，荷主の信頼を確保することを基本に，コンテナ輸送の拡大と物資
別専用貨物輸送の充実を中心として，販売代理店機能を持つ通運事業者との密接な連携を図りつ
つ，お客様のニーズに応じた列車の設定，臨時需要への迅速な対応を図る等積極的な営業を推進
してまいりました。また，要員体制の見直し，収入動向に対応した経費執行等に努め，業務の効
率化に努めてまいりました」と述べ，もうかる部門を中心とし，通運業者との密接な連繋の中で
取益をあげてきたことを示している。しかし，その取り扱い収入は，61年度比では，8．2％の減
収となっている点を見逃すわけにはいかないのである。つまり，分割・民営化によって，貨物部
門の収益が増加したことはありえなかったのである。
3．　大幅に行なわれた利益操作
　JR各社は前述のように（1）債務の全額（三島の会社）又は大部分の棚上げ（本州の会社）によって
支払利子の負担を大幅にへらすか又はti　pにする（2）三島の会社には利益が出るほどの経営安定基
金運用収入を与える，（3）貨物会社の鉄道施設の賃借料を低廉化するという黒字構造をつくり上げ
たうえで発足した。だから余程のことがない限り，赤字にはならない。
　営業費の減少
　増収の原因は先きに述べたが，費用についてはこうした構造の上に（1）1万3，252人に及ぶ定員
割れでスタートしたことによる人件費の削減，②景気上昇の中にあっても円高による動力費等の
削減，その他経費の安定，（3）外注費の削減がなされたことなどをあげなければならない。
　ここで注目しなければならないのは，人件費が事業計画にくらべ7社で713億円も減少してお
り，さらに物件費の減少も相当な額にのぼっているにもかかわらず，営業費が719億円も増えて
いることである。このことにより人件費減713億円（第4表推定）と営業費増719億円の合計1，432
億円以上が事業計画で予定された以上又は以外に使用されたと推定される。いったいどのような
営業費が増加したのであろうか。ここで，いくつかの費用の計上方法の変更による，事業計画以
上の早期，過大計上があったことに注目しなけれぽならない。
　以下に述ぺる費用の早期，過大計上は，合法的又は非合法的な利益操作であり，経理不正とは
異なるものである。それは，予定以上となった利益を次期以後に繰延べるという会計的術策の具
体的な表われである。
　減価償却費の過大計上
　操作の第1は減価償却費の過大計上である。「東日本」においては「定率法の採用等により減価
　　　　　　　⑤償却費が増加した」と述べられ，「北海道」においては「減価償却を定率法により計上したことに
　　　　　　　　　　　　　　　　（6｝より事業計画に対し46億円増加となり」と述べられている。「北海道」の事業計画計上の減価償
却費は131億円であったから46億円の増加はその35％増にあたる。さらに「西日本」では減価償
⑤　「東日本」第1期決算概況について
㈲　「北海道」第1期決算概況について
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却の増加額は162億円と発表しているが，これは事業計画で発表された減価償却費690億円の23
％増にあたる。いまこの両社の単純平均29％の率で両社以外の減価償却費が増加しているとすれ
ば7社では947億円もの償却増があったとみられる。
　賞与引当金の計上
　操作の第2は事業計画では計上されていなかった賞与引当金の設定がなされたことにある。賞
与引当金は，3月末日までの6月に与払われる夏期ボーナス充当分（恐らく12月～3月まで4ヵ月
分）を予想計上したのであり，それは第3表のように，それが公表されていない「東海」，「四国」
を除いても583億円になる。
　事業税の早期計上
　第3は未払事業税の問題である。例えぽ「東日本」の事業計画では166億円の税引前当期利益
に対し，法人税等は89億円計上されている。それは利益の54％に当たる。現行の法人税は42％で
あり，所得割りの地方税を含めほぼ50％前後がここで差引かれるべき税金のはずである。ところ
が決算になると各社軒並みに，税引前当期利益に対する法人税等の比率は高くなっている。「東日
本」では721億円の税引前当期利益に対し法人税等は447億円となっており，それは実に62．0％に
当たる。同様に「東海」においても税引前当期利益に対する法人税等が事業計画では98億円に対
し50億円（51％）とされていたが，決算では608億円に対し442億円（72．7％）となるのである。こ
れは何を意味するものであろうか。東海では営業費用を説明するさいに「賞与引当の計上，事業
税及び償却費等の増加があったにもかかわらず，営業費全体としては当初計画比53億円の増にと
どまり」と述べている。
　本来，事業税は，前年度の利益額を基準にして翌年に課税され，決算後2カ月以内に支払義務
が生じるものである。したがって，63年度決算のさいにこれを計上し，その後2カ月以内に支払
えばよいものである。事業計画では，このような処理を考え計上しなかった。ところが予定以上
の利益が出た結果，これを圧縮するために，早目に事業税を営業費用として計上したとみられる。
しかしこの事業税は税法では当期の費用としては否認されるために，この分は税引前利益の圧縮
として課されたとみられるのである。この未払事業税は「四国」を除いても（「四国」は不明）351億
円にも達しているのである。
　資本的支出の収益的支出化
　その他本来，設備投資に当たる便所や駅の改修工事も，これを資産計上せずに修繕費として経
第3表　JR各社の利益操作額（推定） （単位：億円）
1北髄陣咽東酬西咽四国1九州貨物合計
未払事業税の計上
賞与引当金計上
減価償却費の過大計上（推定）
修繕費の過大計上
19
???
111
281
543?
113
?
104?
61
168
162?
??????「? 。????????「?? ー???? ???351
583
947?
い・71g3512171・9111711・gl1・5i　1・　88・
筆者が事業報告書より推定した額。
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i費処理した部分も多いと推定される。例えば「東日本」の62年度の設備投資計画は，1，411億円
であったが，その実施額は829億円であり582億円も実施されなかった。これは「固定資産は，安
全・保全投資を除いて極力投資を抑制したことから，設備投資額は829億円にとどまった」と「東
目本の決算報告では説明されているが，実際にはさきにのべた設備投資の経費処理が相当に行な
われたと推定されるのである。第3表に明らかなように未払法人税，賞与引当金，減価償却の過
大計上によって隠蔽された利益額だけでも実に1，881億円に達すると推定されるのである。
4．　JR各社の収益力分析
　費用の分析は，営業費用を営業収益で割った，売上高営業費率（営業費率と略称）を事業計画や
他社と比較することによってなされる。いま第5表を参考としながら各社の費用の分析をしてみ
よう。
　「北海道」の営業費率は計画で160．34％，決算で158．54％となっている。それは，「北海道」で
は100円の収益をあげるのに計画では160円経費がかかるはずだったのに実際には159円一ほぼ
計画通り一ですんだ，ことを意味する。
　すでに以前から「北海道」は大幅に赤字となることが十分予想されていた。その上，従業員の
定員割れという事態もこの会社では生じなかった。今回の決算では，この営業損失を，営業収入
の一時的な運用から得られた受取利息・受取配当金（14．7億円）や，経営安定基金運用収入の増
額によって帳消しにし，事業計画での「予想利益」（税引前当期純利益）10億円を32億円にまで増
額させているのである。
　「東目本」の営業費率は計画で82．69％と好採算を予定し，決算では81．06％といっそう好転し
ている。それは私鉄大手19社の62年度の比率85．5％より低く，したがって，営業利益率は18．93
％と，私鉄平均の14．5％を4．43％も上回り，関係7社中最高の利益率（最低の営業費率）となって
いる。社長談話はこれにふれ（1）全社をあげたコスト意識の高揚により，資材の廉価購入，外注費
の見直し等，徹底した節減努力を行ったこと，（2）事業計画策定時に見込んでいた社員数より6，000
人社員が少なかったこと，③燃料・電力料の値下がりに伴う動力費の減少があったこと，をあげ
ている。
　このうち職員数が事業計画の8万9，540人に対し，在職者が8万3，010人で6，530人分の人件費
と，人件費関連費用が削減できた効果はきわめて大きいものがある。国労調査部の推定によれぽ
削減人件費額は348億円にのぼるのである（第4表参照）。
　「東日本」の職員はいま超過密なスケジュー一ルを強いられ，その結果相次ぐ事故・ミスが生じて
いる。例えぽ「東日本」区では88年4月から6月まで3ヵ月に事故は，44件も起っている。それ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑦は前年同期の28件にくらべ16件も増え，「非常事態宣言」が出されるに至っている。このさなかに
12月5日には死亡2名，重軽傷者102名を出す東中野駅追突事故が起っているのは記憶に新しい。
（7）それは1988年7月1日総務部勤労課により傷害情報，非常事態宣言〔傷害事故が多発〕という見出しと
　　共に出されている。
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　「東海」の損益構造はやや特殊性を帯びている。それは営業収入の80％を新幹線取益で得ている
ため，営業費用のうち約52％が新幹線使用料で占められ，この反面，営業費全体に占める設備の
減価償却費の割合が極端に小さくなっている点である。恐らく新幹線使用料が，はるかに減価償
却費を上回っているために，営業費率は91．82％と「東日本」の81．06％より10．8％も高くなって
いる。しかしこの会社は，有利子債務が，「東日本」の3兆3，913億円に対し，僅か4，605億円と
極端に少なく，したがって，利息の支払が，「東日本」の2，377億円に対し僅か230億円と10分の
1以下であり，経常利益率では「東日本」の4．89％に対し6．94％と2％以上も高い取益率を保持す
ることになっている。「東海」の財政構造の良好さが最終的な利益に反映する結果となっている
のである。鉄道業に固有な固定的営業費用が大きい中にあっても営業費率を事業計画の96．62％
から91．82％へ4．8％も低下させることができたのは人べらしの結果である。「東海」の計画は2
万5，200人で策定されているのに対し，現在員は2万1，416人と3，784人の定員割れとなっている。
これから推定される人件費減少額は208億円にのぼるのである（第4表参照）。
第4表推定人件費 （単位三億円）
謹」北劇東咽東海1西咽四国1九州隠訓貨物1総計
?）?????（???? 731
729
△2
4，689
4，341
△348
1，379
1，171
△208
2，842
2，739
△103
251　　　783
228　　　782
△23　　　△1
10，675
9，990
△685
722
694
△28
11，397
10，684
△713
（注）　決算額が不明なので，運輸省発表の各社毎の人件費額と職員数から1人当たりの人件費を算出し，これに62．11．　1現
　　　在の各社職員数を乗じて推定額とした。
　　　国労調査部提供。
　「西日本」は，表面的には営業取益が計画を下回った唯一の会社であった。この結果，営業費
率の面でも計画を上回った唯一の会社となった，すなわち営業費率は計画が89．67％であったの
に対し，決算では90．71％と1．04％計画を上回ったのである。これについて当局は次のように述
べている。一方では「経費の節減による成果に加えて採用社員数が予定を下回ったことによる人
件費の予期しなかった減があったものの，旅客サービス改善のため車輌や駅の美化を行ったこと
による修繕費の増加，事業計画では予定されていなかった賞与引当金の計上，他民鉄並の減価償
却費の計上といった理由によるものであります」と。職員数は第2表⑲のように1，920名，予定
を下回っている。しかしこの分による経費節約は他の経費増で消されてしまった，というのであ
る。賞与引当金は168億円が計上されており，「他民鉄並みの減価償却費」とは恐らく定率法によ
る減価償却を指すものとみられ前述のように162億円が計上されているのである。
　「四国」は実質赤字の会社であるが，社長談話は，（1）燃料油をはじめとする諸物価の安定，（2）社
員数が予定より減少したこと，などが寄与して営業費率を計画の146．65％から142．61％へ4。1％
低下させることに成功している。計画で予定されていた人員は4，900人であったものが4，447人に
とどめられ，453人分の人件費と関連経費が浮いた，のである。この会社の経常利益率が2．84％
と比較的高いのは，経営安定基金運用取入152億円の繰り入れが大きく作用したためである。
　「九州」の場合，営業費率は計画の124％から122．27％へ1．73％低下しているが，「四国」の4．1
第5表新会社の各種費用・利益率 （％） ??
（1｝営　　業　　費　　率
②営　業損益率
（3｝営業外利益率
（4）経常損益率
（5）　　特　　　　男叫　　　損　　　　益　　　　率
⑥税引前当期利益率
（7）当　期利益率
⑧資本金当期利益率
（9）自己資本当期利益率
⑩総資本営業利益率
北海道
計画
160．34
△60．34
55．91
△4．43
　5．57
　1．14
　0．34
　3．　33
　0．03
△5．22
決算
158．54
△58．　54
　56，04
△2．39
　5．98
　3．48
　1，3］
13．47
　0．12
△5．29
東　日本
計醜算
82．69
　17．31
△15，85
　1．46
△0。33
　1．13
　0．52
　3．85
　2．48
　6。53
81．06
　18．93
△14，03
　4．89
△0．28
　4．60
　1．75
13．70
　8．83
　7．02
東
?
計画昧算
96．62
　3．38
△2．19
1：19
　0
1．19
0．58
4．28
2．76
4．44
91．82
　8．18
△1．22
　6．94
　　0
6．95
　1．88
14．73
9．50
11．38
西　日　本
計副決算
89．　67
10．　33
△9．38
0．94
0．06
L　OI
O．45
3．50
2．24
5．79
90．71
　9．29
△8．23
1．06
0．14
1．21
0．26
2．50
1．28
5．14
四
?
計画1決算
146．65
△46，65
48．88
L60
　0
L60
0．64
5．71
0．06
△4．40
142．61
△42．61
45．45
2．84
　0
2．84
0．57
5．71
0．06
△4．53
? 「ー?
計画1決算
24．00
△24．00
　23．50
△0．50
　1．50
　1．　00
　0．33
　2．50
　0．06
△3，69
122．27
△22．27
　23．34
1．16
1．54
2．77
0．69
5．63
0．13
△3．69
?
物
計画1決算
95．12
　4．88
△3．83
1．05
0．51
93．57
　6．43
△3．01
3．44
0．01
3．42
1．04
9．69
5．09
6．25
私鉄19
社
62年度
決算
85．5
14．5
　　　　△8．9 温
　5・6態
△0．1　』
　　　謡　5・41幣
2．6曽
　　　品
10．4　Q
　　　塞
　5．6　醤
　　　QQ
　　　）4．43
（注）　「計画」は事業計画，北海道，九州についての資本は期末，他は期中平均，（一）は資料不足のため。
　　私St19社は日銀「主要企業経営分析」61年度。
　　△は損失率
（????
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％にくらぺその低下幅は低い。九州においては定員割れがなかったために，人件費の節約がなか
った点が大きくひびいているのである。しかしそれ以外の経費の節減等効率化を推進したことと，
経営安定基全運用収入の計画以上の受入によって，経常段階の損益は計画が6億円の赤字として
いたのに対し15億円の黒字とし，さらに特別損益の部で21億円を上のせすることにより，計画の
3倍の税引前利益を計上するにいたっているのである。
　62年度決算のひとつの注目点は，貨物会社の意外な「健闘」であった。貨物会社は前述のよう
に分割・民営化以前に徹底的に合理化されており，いわぽ「貨物」は，コンテナ輸送に代表され
るように，もうかる部分だけが残されたといってよい。その上，貨物会社に対する基礎施設の使
用料の配賦も，できるだけ負担を少くするような方式が採用され，旅客会社とは異なる方式では
あるが黒字構造が構築されているのである。こうしたなかで「貨物」は，営業費率を計画の95．
12％から93．57％へ1．55ポイント低下させることができ，営業利益率6．43％と「東海」，「東日本」
に次ぐ収益率をあげているのである。費用率を低下させえた原因は，0．4％ではあるが計画を上
回る営業収益をあげたことおよび，従業員数が計画より485人少なかった点にある，とみられる。
5．　無理な分割・民営化の矛盾
　「『羊かんの切り方を間違えたかな』－30日まとまったJRグループ各社の初年度の決算をに
らんで，運輸省幹部は思わずため息を漏らした」（「日本経済新聞」）という。
　くり返し述ぺたように，政府は分割・民営化の準備のさい，分割各社に存在する収益力，財政
状態のきわめて大きな格差を少なくするために腐心した。しかし，それぞれの会社の経営格差の
実態は，そうした人為的な方法ではなくすることが不可能であったことを明るみに出している。
　収益力の格差
　収益力の格差は余りにも歴然としたものとなっている。会社の営業効率は，営業利益率にもっ
ともよく示される。この営業利益率をその高位順に並ぺると，
　　　　　私鉄平均
となっている。さらに営業利益を総資本（総資産）で割算して算出する総資本営業利益率は，資
本の取益性をしめす，といわれるが，これをしらぺてみると
　①東海　 11．38％
　②東日本　　7．02％
①　東日本
②　西日本
③　東　海
④　貨　物
⑤　九　州
⑥　四　国
⑦　北海道
〈参考〉
　18．93％
　9．29％
　8．18％
　6．43％
△22．27％（△は欠損率）
△42．61％
△58．54％
　14．5％（日銀r主要企業経営分析』一以下同じ）
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③　貨　物
④　西日本
⑤　九　州
⑥　四　国
⑦　北海道
〈参考〉
　　『明大商学論叢』第71巻第3・4号（1989年3月）
　6．25％
　5．14％
△3．69％（△は欠損率）
△4．40％
△5．29％
　4．43％
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　　　　　私鉄平均
　総資本営業利益率で「東海」がトップとなるのは，営業の中心となっている新幹線が保有機構
の所有に属し総資本がいちじるしく過少となっているためである。
　この二つの指標から明らかになるのは，本州と三島の会社では余りにも大きな収益力格差があ
ることである。もっとも本州三会社ですら，債務の多くを棚上げすることによって，私鉄並みの
収益力を仮構的につけている点も考慮しなければならないだろう。
　生産性格差
　こうした取益力格差は従業員1人当り営業収益額にもはっきりと示されている。すなわち
①　東　海
②　東日本
③　西日本
④　貨　物
⑤　九　州
⑥　四　国
⑦　北海道
〈参考〉
となる
4，084万円
1，886万円
1，483万円
1，437万円
　867万円
　792万円
　708万円
私鉄平均1961万円
従業員1人当り常業利益については
　　　　　私鉄平均
となる。従業員1人当り収益額で「東海」が圧倒的に多額であるのに1人当り営業利益では「東
日本」に僅かではあるが差をつけられているのは，東海においては新幹線保有機構への使用料の
吸い上げが大きいからである。
　従業員1人当り有形固定資産は，労働装備率とよばれ，労働生産性の指標のひとつである。こ
①　東日本
②　東　海
③　西日本
④　貨　物
⑤　九　州
⑥　四　国
⑦　北海道
〈参考〉
　357万円
　334万円
　138万円
　92万円
△192万円（△は営業損失）
△337万円
△415万円
　285万円
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れも「東海」が，新幹線に依存する部分が大きく，しかもこの部分の所有が「機構」のものとな
っているため，いびつなかたちで示されており，実質では，「東海」，「東日本」，「西目本」は私
鉄以上のものとなり，三島は私鉄平均以下となる（第6表参照）。
　格差是正
　収益力格差を修正するための人為的な措置が，全社を最終的に黒字化させている点は先に述べ
た。税引前当期利益率は
①東海　　6．95％
②東日本　　4．60％
③北海道　　3．48％
④貨物　　3．42％
⑤四国　　2．84％
⑥九州　　2．77％
⑦西日本　　1．21％
〈参考〉　私鉄平均　　5．40％
　となり，株式公開の基準のひとつともなる資本金当期利益率も三島では資本準備金を大きくし，
過小資本金とする操作がなされているために「奇妙な」順位として示されるに至る。
　　　　　私鉄平均
　このようにみてくると，（1）営業過程を比較的正しく反映する営業利益とその率，および従業員
1人当り営業収益および営業利益では7社間，とりわけ本州および貨物と三島間ではきわめて大
きな格差となって示されている。（2）本州の旅客会社および貨物会社においても，「東海」について
は新幹線保有機構との関連，「貨物」では，基礎施設利用料の算定方式で，経済の実態から遊離
した計算が表明されている。③当期利益率や資本金当期利益率では，債務棚上げや経営安定基金
の操作によって全く実態から遊離した収益力が仮構的に表示されるにいたっている。
　以上の結果，真に民営企業としてこの7社をみるならぽ，「東日本」，「東海」については，もう
け過ぎの批判とともに運賃値下げが問題とならざるを得ない。「東日本」については，実質的にも
表面的にも高い労働装備率として示されている労働強化が問題となり，「東海」，「西日本」におい
ても，表面に出ない（新幹線保有機構との関連で）労働強化が，問題とされざるを得ないのである。
　「日経」は「東日本など旅客6社はいずれも事業計画の想定を軽くオーバーする黒字決算だった
が，東日本，東海両社のズバ抜けた成績が目立ち，残り4社の好決算もかすむぼかり，先にr運賃
①　東　海
②　北海道
③　東日本
④　四　国
⑤　九　州
⑥　西日本
〈参考〉
14．73％
13．47％
13．70％
5．71％
5．63％
2．50％
10．40％
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値上げは5年間は我慢したい』と宣言した住田正二JR東日本社長も『できれぽ10年延ばしたい』
とリップサービスするか，西日本などは来年度値上げ申請は避けられそうにない。運賃の地域間
格差が早々に利用者の前に浮上してきそうだ」と報じているが，それはこの間の消息を物語るも
のと言ってよいだろう。しかし，こうした矛盾は強引で性急な分割・民営化に原因があることは
何も語らないのである。
　　　　　　　　　　　　　　　第6表　新会社の「生産性」　　　　　　　　　　　（単位：万円）
1北醐東・本1輔西咽四国1九列瞭物鯉9甚
（1藩業暴懐当皇（・・蟹業利益（・囎形固定資産
　708
｢415
P，858
1，886
@357
S，127
4，084
@334
Q，230
1，483
@138
Q，245
　792
｢337
Q，321
　867
｢192
Q，134
1，437
@92
@一
1961
Q85
R261
（注）各社決算報告書より，有形固定資産は建設仮勘定を除き，私鉄以外はいずれも期末数値を使用した。
　　私鉄は日本銀行「主要企業経営分析」より。
6．　清算事業団はどうなっているか
　連結決算の必要性
　政府や，JR当局は，その初年度の「予想」以上の黒字を分割・民営化の成果としているが，
その欺隔性についてはこれまで述べた。そのうえにつけ加えねぽならないのは，それが国鉄当時
の決算との比較性を全く持っていないことである。JR各社と，新幹線保有機構および清算事業
団等の分割事業体は連結され，国鉄当時の，例えば85・86年度の決算と比較しうるかたちで，こ
れを表示する必要がある。それは彼等にとって容易なことであるし，次の点からも実行しなけれ
ばならないことである。
　周知のように，分割された各社の資本はすべて清算事業団が所有している。清算事業団は持株
会社であり，JR各社および「貨物」は，その100％子会社である。このような場合わが国の証券
取引法は，親会社と子会社を包括した連結財務諸表の作成と開示を要求している。もちろん清算
事業団も，民営化各社も現状では上場しているわけではないから法の強制を受けてはいない。し
かし，持株会社と子会社とは経済的に一体であるから，これらを連結して計算し表示することが
利害関係者にとっては必要なのである。このことは，87年度における清算事業団の損益計算書を
見るといっそう重要となる。それによると，事業団のこの年度の損失金は2．3兆円にものぼって
いる。この金額と比較すれば7社の税引前当期利益1，558億円などは比較にならない巨額の損失
を一方で出しているのである。
　国鉄の87年度との比較の必要
　このことを強調するのは，分割前と比べ，いったいどのような点でJR各社の損益，財政状態
が変化したか，知りたいためである。また85年度の監査報告書記載の「収支試算」では「幹線及
び地方交通線地方パス」の営業損益は2，700億円の黒字として示されている（60年度「監査報告書
290頁」）。国鉄最後の決算である61年度決算に対しては監査報告書が出されていないが，一般勘定
　（255）　　　　　　　　　　　　　　　JR初年度決算の分析　　　　　　　　　　　　　　　　　31
の純損失は85年度の1兆8，478億円から1兆3，610億円へ4，868億円も減少しているから「収支試
算」の営業損益は大幅黒字となっているはずである。この点についても比較性をもった数字を出
　　　　　（8）
すぺきである。
　助成金と借入金予算
　第7表は政府からの助成金と借入金（債券を含む）予算である。これをみると，政府からの助
成金は86年度（旧国鉄）の3，752億円に対し，88年度は1，862億円と約半分に減少しているものの
財政投融資や民間からの借入金は増加し，結局その合計額は61年度の3兆187億円に対し63年度
は3兆1，146億円とこれを約1千億円上回る資金需要となっている。
　旅客鉄道会社に対する政府補助金は87年度95．5億円，88年度92．2億円と国鉄当時とくらぺ減少
しているが，その代りに財政投融資や開銀融資が増加しているとみられる。財政投融資は61年度
には1兆5，588億円なされているが，87年度予算では旅客・貨物会社1，654億円，新幹線保有機構
2，287億円，清算事業団1兆2，290億円と合計1兆6，231億円もなされることになっており，88年
度はこの金額がさらに1兆8，385億円（旅客・貨物会社1，571億円，新幹線保有機構3，004億円，清算事
業団1兆3，　810億円）となる。その他開銀融資，民間銀行借入金，社債募集などによる資金集中は
巨額にのぼっているのである（各社決算書参照）。
　うち特に新幹線保有機構と清算事業団に対　　　　　　第7表助成金と借入金予算
して巨額の財政投融資資金が投入され，それ　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）
、、63鞭、。は、、。そう増加して、、。点、、湘　　　｝85186i87188
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　助成金受入　　　6，025　3，752　1，950　1，862される。「第2の国家予算」といわれる財政　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　借入金　25，17426，435不明29，284
投融資資金の巨額の投入によって，分割・民　　　合　　　計　　31，199　30，187不　明　31，146
営化の「尻ぬぐい」がされているのである。　　（出所）85，86年度は監査報告書87，88年度は88年度政府予
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　算およびJR各社の事業計画書より推計。　国鉄用地処分
　清算事業団のこのような膨大な借金は早急に処理されねばはらない。このためには抱え込んで
いる国鉄用地の処分が必要であるが，首都における地価の高騰のためにいまのところそれは見送
らざるを得なくさせられている。
　1988年6月30日，国鉄清算事業団の理事長の諮問機関である資産処分審議会（会長・平岩外四経
団連副会長）は，旧国鉄の用地の売却方法として，土地を直接売却せずに所有権を債券や証券と
いった金融資産の形に変えて，金融・資本市場に放出するなどの新らしい手法を取り入れること
を求め答申を提出している。答申は旧国鉄用地の売却に当って①土地信託，②事業団による出資
会社活用，③建物付き売却の三方式を提示し，規模等によって適用を検討すぺきとしている。こ
れは，「債務の返済という大目標のために，あらゆる方法を検討するのが筋。このままでは事業
団の利払いが増えるぼかりなので，あまりのんびりしておれない」（5月31日「朝日」）という大蔵
省主計局の担当者の言にあるような状況の中で考案されたものなのである。
（8）61年度決算については最近清算事業団経理部長横堀充氏が「運輸と経済」（運輸調査局）1988年10月号に
　　「国鉄の最終決算と閉止貸借対照表」として論述されている。
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　もし，土地の金融資産化が実施された場合，この証券（擬制資本）が土地から離れて一人歩き
することとなる。この証券への配当は1％程度であり，所有者は証券の値上り益を期待して購入
することとなり，発行会社である事業団は，ごくわずかな資金コストで膨大な資金を得ることに
なるという現代の打出の小槌が期待できるのである。
　　　　　　　　　　第8表　昭和63年度　日本国有鉄道清算事業団資金計画
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）
収 入
事 項 162鞭163鞭
?????????????? ???????????? 2，332
3，　OOO
　812
1，668
12，290
7，934
2，　326
3，000
　692
1，643
13，810
6，810
? ?
事 項
?????????????? ???
費理
??? ?
i62鞭163鞭
16，127
　490
3，335
5，957
2，127
19，384
　966
　886
5，604
1，441
合 計 i・8・・36睡28111合 計 b　28，036　　　　28，281
　事業団所有のJR各社の株式の放出
　きわめてわずかな資本コストしかもたらさない時価による株式放出は，すでにNTT（日本電
信電話株式会社）によってなされた。NTTの株式は第1次放出分については約119万8，000円，第
2次放出分は約255万円もの高値で売却されているが，これに対する配当はわずか5，000円にしか
すぎない。
　9．1％と，もっとも高い株主資本利益率をあげている「東海」では，決算発表に当って「そし
て早期に，安定した配当を確保し株式の公開，上場が可能な自立企業をめざす」と述べ，株式の
公開を日程にあげ，「東日本」も同じような目標に進むことは間違いない。
　「東日本」は，「上場に向けた準備作業を着々と進めている」，といわれる。上場企業の親睦団
体である東京株式懇談会に入会し，社内でも総合企画本部を中心に，上場基準に抵触しそうな事
項の洗い出し作業に駒組み，総eSZZ内に株式課を搬することも検討中といわれ鑑
　第9表は「東日本」が株式を上場するさいクリアーしなけれぽならない条件を示しているが，
1株当り純資産額100円以上に対し81円であり，いま一歩この基準に及ぽない。しかし，初年度
経常利益15円以上という基準は「東日本」は19．2円，「東海」は27円であるから初年度から「見
事」クリアーしている。
　三菱商事の産業情報誌は「東日本」の株式上場について次のように述べている。
　「……土地については地価高騰に，拍車をかけるとして高値売却にも一定の限界があると考え
れば・NTTの例で明らかなように株価の放出に期待がかかる。となれぽJRで最も期待される
東日本の上場は，国民負担軽減のための有力な国家財源獲得へのステップとなる。
　そのためにも，東日本はJR代表として早期上場を果たす役割を担う。東証の上場基準審査対
（g）NIKKEI　NEWSLETTER　ON　BOND＆MONEY　APR．4，1988
第9表　株式上場のために必要とする事項
1鯨講取引所上場糀基準原則（・・円緬劇 NTT・・関す・特例　l　J・東躰・・「原貝U」樋用・暢合
①上場株式数 ・営業の三体が東京周辺　　　　600万株以上・　　〃　　東京周辺以外　　　　　　　　　　　　　2，000万株以上・但し，上場に適さない株式がある場合には，発行済
博ｮ数の50％以上
・但書の適用なし
L　「原則」を5万円額面に決算（÷1000）すると，6，000株となり，基準を満たす
②株式の分布状況
堰j少数特定者持株
@　数（注）ii）株主数
・上場時に上場株式数の80％以下・上場後最初の決算期までに上場株式数の70％以下
y上場株式数12，000万株以上の場合】・3，000人以上 （原則どおり）
③設立後経過年数 ・直前事業年度の末日までに5年以上 ・直前事業年度の末日までに1年以 67年度
④株主資本額
@（純資産額）
・直前事業年度の末日において　10億円以上　　　　　　　　　　　　　　かつ1株あたり
@　　　　　　　　　　　　　100円以上 （原則どおり）
・直前事業年度の末日において4，000億円以上
U2．4……………2，966億円
ｼ前年度までに1，034億円の内部留保の加算必要
⑤利益の額 ・最初の1年・・…・2億円以上かつ1株あたり15円以上・次の1年・・……・3億円以上かつ1株あたり15円以上・最近の1年……4億円以上かつ1株あたり20円以上 ・最近の1年…4億円以上　　　　　かつ
@　　　　1株あたり2万円以上
・最初の1年……600億円の税引前利益必要・次の1年………600億円　　　　〃・最近の1年……800億円
⑥利益配当 ・直前期有配（金銭による利益の配当）・上場後継続して1株あたり5円以上配当の見込み （原則どおり） ・直前期有配・上場後5，000円以上配当→200億円の配当金必要
⑦財務諸表等の
@虚偽記載等
・最近3年間の財務諸表等に「虚偽記載」のないこと・最近1年間の監査意見が「適正」無限定のこと ・最近1年間の財務諸表に「虚偽記
ﾚ」のないこと
⑧株鵡撚行劇倭託す・・と　　　　　　1（原則どおり）　　1
⑨株券株式　1・取引所の定め・株式である・と　　　！（原貝りどおり）　　｝
⑩株式の譲渡制限 ・ないこと（特別の法律に基づく場合はこの限りでな
｢）
・特別の法律に基づく場合として例
O的扱い（外国関係者の株主資格の制限）
記　　　　　事
（注）蝋特儲雛数’ ﾙ薯犠誘蓋繰野寡　　　　　　　　　　所有する株式の総数 資　本　金　　　　7，800億円走{準備金　　　　25，460億円
ｭ行済株式数　　　1，560万株
z　　　面　　　　　　5万円
馨本雍儘　　聡鶴繊産発行済株式数　　　　400万株額　　　面　　　　　5万円
（出所）NIKKEI　NEWSLETTER　ON　BOND＆MONEY　APR　4，1988
（?）
????????
??
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象は3期前から。その際問題となりそうなのは配当金と利益。配当は直前期有配で，1株5円以
上。同時に1株当たり経常利益を3期前と2期前が15円以上，直前期で？0円以上あげなけれぽな
らない。これを満たすために必要な経常利益は62，63年度で600億円，64年度で約800億円計上す
　　　　　　　　る必要がある」と。
　「東日本」の62年度の経常利益は767億円であるからこの基準を越え，「東海」もこれを越えて
いる。東証の上場基準は設立後5年を経過しなけれぽならないため，「東日本」と　「東海」の上
場は，1992年度を目標として準備されるであろう。
　そのさい，清算事業団は「東日本」と「東海」の2社だけでも，4兆円の株式譲渡益を稼ぐと
みられる。第10表にみられるように，「東日本」と「東海」以下の業績の企業であってもその株価
は千円を大きく上回っている（西日本鉄道は例外的に772円）。いま「東日本」と「東海」の株式を額
面5万円株として100万円で放出したとすると，総額4兆2，400億円となり資本金額2，120億円を
控徐した残額4兆280億円が株式譲渡益となる。もし「西日本」も同様な価格で株式を売却でき
たとすれぽ，このうえさらに1兆9，000億円の株式譲渡益が加わることになる。合計5兆9，190億
円の株式譲渡益の取得一このようにして，金融的，会計的術策のチャソピオン日本政府は巨額
の不労所得を手中に収めることとなり，国鉄の分割・民営化のひとつの目的は達成されたことと
なる。
　　　　　　　　　　　　　　　第10表　JR本州3社の株価指標
?????????? ?????? ?
　　　（円）
一株経常利益 ?????
　　（円）
一株利益 ????
　　　（円）
一株純資産
89．　7
139．6
140．1
87．7
76．7
81．0
81．3
78．5
　　　（％）
自己資本利益
率
6．　4
4．2
4．1
6．8
7．6
8．5
9．1
1．3
　　　（円）
株　価（63年
　10月31日）
4，700
1，470
1，790
1，370
　718?
?
?
　　（億円）
資本金額
　217
　479
　648
　772
　170
2，000
1，120
1，000
＊東洋経済新報社「会社四季報」JR各社事業報告書より作成。
おわりに
　JR客・「貨物」7社の初年度決算について，国労（稲田芳朗委員長）は声明を出し「当初予測を上
回る営業利益をあげたこと自体は，国鉄時代の膨大な借金を切り離し，JRにたいする政府の手厚
い援助，全社で1万人を超えるr欠員』，私鉄水準にも達しない現在の労働条件，なりふり構わぬ
関連事業への進出等から，当然予想されたところ」と指摘し，さらに「われわれは，4千7百余
の労働者が就職も決まらないまま，不安な日々を送っていることを忘れるわけにはいかない」と
して，「再就職の確保は，全JRの責任である」「今回のr大幅黒字』によって，’この責任が一層
大きくなった」と雇用問題の早急な解決を要求した，と報じられている（1988年5月31日「赤旗」）。
aO）「目覚めた巨象，　J　Rグループの狙い一JR東日本一」5頁（三菱商事「lnfordia」1987年7月号）。
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　JR各社の初年度の黒字は技巧と欺隔に満ちたものである。しかし同時に，その根元において
はここ十数年来続けられてきた徹底的な人べらしによる労働強化によってえられたものであるこ
とも事実である。これにあわせ，革新的な国鉄労働者に対する差別，選別，弾圧もまたきわめて
きびしいものがあり，JR各社の黒字発表の陰にあるこのような側面を無視することは許されな
いものがある。
　さらに今回の決算発表はJR等7社に限られ，新幹線保有機構その他については未発表のまま
おかれている。とりわけ清算事業団に対しては，その巨大な債務，遊休不動産および4千人を超
す再就職要員が残され，いまなお国鉄時代と変わらない補助金や財政投融資が行なわれている。
　清算事業団は，またJR各社の株式を100％所有する持株会社でもあり，　JR各社を早急に黒字
化することにより，高値でこの株式を売却することを目論んでいる。政府はこの清算事業団の詳
細な経理の公開とあわせ，清算事業団を含めた旧国鉄全体の連結決算を明らかにし国鉄の分割・
　　　　　　　　　　　　　　aD民営化の実態を開示すぺきである。
　清算事業団の所有する土地と株式の売却によって，政府は，不動産・建設業界と，証券・金融業
界に，大きなもうけの機会を与え，他方，国民からは，きわめて高価格につり上げられた土地証
券やJR株式を売却することによって，大きな資本利得（キャピタル・ゲイン）を得ようとしている。
　日本の株式は，他の資本主i義国ではみられない程の高価格によって取引されるに至っている。
株価収益率（1株当り株価を1株当り利益で除算した率）はアメリカ，イギリス等では20倍前後であ
るのに対し，日本では70倍を超えるにいたっている。「株価が上るからさらに株を買う」という
証券市場をあやつるのは野村証券に代表される大証券会社であり，政府と証券会社は癒着しなが
ら，NTT株でぽう大な利得をえ，さらに政府はJR各社の株式の売却によって，大きな譲渡益
を得ようともくろんでいるのである。
　注目されるのは「処理すべき長期債務等の処理」に変化がみられることである。第5表によれ
ぽ，61年10月3日国会提出のものでは「非事業用用地売却収入」は5．9兆円であったものが7．7兆
円と1．8兆円増額され，「出資株式売却取入」も0．7兆円から1．2兆円へ0．5兆円増額され，「国民負
担分」つまり国家財政の負うぺき部分は16．4兆円から13．8兆円へ2．6兆円減少している点である。
　このことは政府と事業団が，用地売却と，JR株式の放出によって，より大きな利益を得るこ
とに自信を深めてきていることを示している。
　それにしても，「国民負担分」が2．6兆円，本当に減少するといってよいのであろうか。
　ここで再び，筆者は，いったい国鉄の分割・民営化とは何であったかを問わねばならない。そ
　れは第1に国鉄の革新的労働者に対する徹底した弾圧，人ぺらし「合理化」であり，
　第2に旧国鉄の所有する土地を放出させることによって，財界のもうけの機会をふやすことで
あり，
　第3にJR各社の株式を売却することにより政府，証券・金融資本を潤すことであり，
（ID新幹線保有機構と清算事業団の決算については，本稿執筆後に入手した『昭和62年度における日本国有鉄
　道の改革に関する施策の状況に関する報告』及び運輸調査局発行「運輸と経済」1988年10月号に開示と担
　当者の解説がなされている。
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　第4にこうして得られた利得によって，政府の財政難を緩和することであった。それは旧国鉄
の職員（退職した人を含め），或はJR各社の職員と国民大衆の大きな負担の下になされ，またな
されようとしていることは余りにも明白な事実として示されつつある。
　最後に付言しておかねばならないことがある。筆者は，かねてから，国鉄は文化でありかつ，
万人が，安く，安全に，快適に，どこにでも移動できる便利な乗物を目ざす途を歩むべきだ，と
考えてきている。
　わが国は世界一の輸出超過国であり，巨額の利潤が，巨大企業の手中に蓄積されるに至ってい
る。内需の拡大は，日本の欠くべからざる基礎構造物の拡充・強化を中心にすえてなされるべき
であり，その資金は巨大企業の獲得する利潤を財源とすることによって捻出可能である。こうし
た点からみれぽ，「国鉄」は地方ローカル線を温存しなければならなかったし，赤字であってよ
かったはずである。国鉄が分割・民営化され，収益主義経営を讃美する風調に警鐘をならしてお
かなけれぽならないのである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1988年10月6目）
